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－総括１－ 

新規事業及新規事業及新規事業及新規事業及びびびび重要事業総括表重要事業総括表重要事業総括表重要事業総括表 

 

 

ⅠⅠⅠⅠ    総総総総    額額額額 

 

 【【【【一般会計一般会計一般会計一般会計】】】】 

区分 平成２５年度 平成２４年度 伸び率 

予算総額 １５５,４９８,８９６千円 １５２,９９２,５２９千円 １．６％ 

一般会計構成比         ９.３％         ９.１％    － 

 

 

ⅡⅡⅡⅡ    主主主主なななな新規事業新規事業新規事業新規事業およびおよびおよびおよび重要施策重要施策重要施策重要施策                      （単位 千円） 

 

    １１１１    周産期周産期周産期周産期・・・・救急医療救急医療救急医療救急医療体制体制体制体制のののの充実充実充実充実 

   Ｐ １ 新規 周産期医療・救急医療を担う医師の負担軽減【医療整備課】１０９,２００ 

  Ｐ ２  一部新規  周産期医療体制の強化【医療整備課】          ７４１,２２１ 

  Ｐ ３  一部新規  救急医療体制の強化【医療整備課】           ７５７,３８６ 

 

    ２２２２    医師確保対策医師確保対策医師確保対策医師確保対策のののの推進推進推進推進    

  Ｐ ４  新規  埼玉県総合医局機構の体制整備【医療整備課】       ４０,１９２ 

  Ｐ ５      医学部の環境整備【保健医療政策課】           ２１,４６４ 

  Ｐ ６  一部新規  医学生・研修医の誘導・定着の促進【医療整備課】    ２７３,６０５ 

  Ｐ １  新規 周産期医療・救急医療を担う医師の負担軽減【医療整備課】１０９,２００（再掲） 

 

    ３３３３    在宅医療在宅医療在宅医療在宅医療・・・・疾病対策疾病対策疾病対策疾病対策のののの推進推進推進推進    

  Ｐ ７ 新規 在宅医療体制の強化【医療整備課】            ３１,７１１ 

  Ｐ ８  一部新規 がん対策の推進【疾病対策課】【医療整備課】      １３０,４１９ 

 

    ４４４４    健康長寿健康長寿健康長寿健康長寿埼玉埼玉埼玉埼玉のののの推進推進推進推進    

  Ｐ ９ 一部新規 健康長寿埼玉プロジェクトの推進【健康長寿課】      ８９,６９５ 

  Ｐ１０      特定健康診査等実施事業への支援【国保医療課】    １,２３３,８０５ 

 

    ５５５５    健康危機管理健康危機管理健康危機管理健康危機管理・・・・自殺対策自殺対策自殺対策自殺対策のののの推進推進推進推進 

  Ｐ１１ 一部新規 新型インフルエンザ対策の推進【疾病対策課】     １,２８４,３３３ 

  Ｐ１２ 一部新規 自殺対策の推進【疾病対策課】              １３５,５９４ 

                           

 ６６６６    市町村国民健康市町村国民健康市町村国民健康市町村国民健康保険保険保険保険等等等等へへへへのののの支援支援支援支援 

  Ｐ１３      市町村国民健康保険事業への支援【国保医療課】   ５０,９０８,９５２ 

  Ｐ１４    後期高齢者医療制度への支援【国保医療課】     ５１,５２２,０７８ 

  Ｐ１０      特定健康診査等実施事業への支援【国保医療課】    １,２３３,８０５（再掲） 

 

    ７７７７    今後今後今後今後のののの医療提供体制整備医療提供体制整備医療提供体制整備医療提供体制整備のののの進進進進めめめめ方方方方 

  Ｐ１５    今後の医療提供体制整備の進め方【保健医療政策課】  ３,４２８,６９８（再掲） 
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周産期医療・救急医療を担う医師の負担軽減 

 

    担当 医療整備課 地域医療対策担当 
                                        内線 ３５３８     
 

１ 目  的 

  周産期母子医療センターや救命救急センターの現場は長時間勤務など勤務医の 

 労働環境が大変厳しく、医療従事者の不足により安定的な医療体制の維持が困難 

 になっている。 

  このため、周産期母子医療センターや救命救急センターが行う勤務医の負担軽 

 減に向けた取組を支援し、急性期医療体制の維持を図る。 

 

２ 予算総額     １０９，２００千円 

 

３ 事業概要 

  過酷な労働環境にある勤務医の負担軽減を図るため、周産期母子医療センター 
 や救命救急センターが現員数に加えて新たに非常勤医師を雇用する場合に助成す 
 る。 
（１）周産期母子医療センター勤務医の負担軽減（新規）  ５２，０００千円     

（２）救命救急センター勤務医の負担軽減（新規）     ５７，２００千円 

    
                         

                           

                                        

                           

                  

                   

                  
      
      

                               

                               

                     

       

 

 

病院で勤務医の負担軽減策を実施 

病院の減少 

医師の退職 過酷な勤務 

周産期医療・救急医療の現場の状況 

県県県県としてとしてとしてとして支援支援支援支援    

手術 

当直 

外来診療 

救急搬送 

病院が行う負担軽減策を支援し、周産期医療・救急医療の体制を維持する 
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周産期医療体制の強化 

 

    担当 医療整備課 地域医療対策担当 
                                        内線 ３５３８     
 

１ 目  的 

  安心してお産ができる環境づくりのため、県内の新生児集中治療室（ＮＩＣＵ） 

 １５０床整備に向けた施設整備や周産期母子医療センターの運営に対して助成を 

 行うほか、リスクの高い母体・新生児に対して高度な医療を提供する病院への搬   

 送体制を強化する。 

 

２ 予算総額     ７４１，２２１千円 

 

３ 事業概要 

（１）安心できるお産環境の整備（一部新規）        １４６，３８２千円  

   高度な医療を必要とするハイリスク新生児の搬送のため、新生児搬送車を整 
  備するとともに、母体・新生児搬送コーディネーターの増員により、広域的な 
  搬送体制を強化する。 
 

（２）周産期母子医療センター勤務医の負担軽減（新規・再掲）５２，０００千円 

   過酷な労働環境にある勤務医の負担軽減を図るため、周産期母子医療センタ 
  ーが現員数に加え新たに非常勤医師を雇用する場合に助成する。 
     

（３）周産期医療施設の整備と運営への支援（一部新規）  ５４２，８３９千円 

   ＮＩＣＵを増床した埼玉医大総合医療センターをはじめとする周産期医療施 
  設の運営への支援を引き続き行うほか、県立小児医療センターとさいたま赤十 
  字病院のさいたま新都心への移転立地による一体的整備に着手することにより 
  周産期医療体制を強化する。                           

 

              
      

      
              

                               

                     

         

周産期母子医療センター 

周産期医療体制の強化 

新生児集中治療室 
（ＮＩＣＵ）の整備 

新生児搬送車の整備  

非常勤医師雇用への支援 

ＮＩＣＵ１５０床 
(平成２７年度末) 

勤務医の負担軽減 

搬送体制の強化  

安心してお産ができる環境の整備 
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救急医療体制の強化 

 

    担当 医療整備課 地域医療対策担当 

                                        内線 ３５３８ 

 

１ 目  的 

  小児救急電話相談の拡充や救命救急センターの施設・設備整備に対する助成等 

 により、安心して救急医療を受けられる体制を強化する。 

 

２ 予算総額     ７５７，３８６千円 

 

３ 事業概要 

（１）小児救急電話相談事業（拡充）            ８１，７２５千円 

   電話相談体制を強化し保護者の不安解消を図るため、夜１１時までの電話に 

  ついて現行の２回線から１回線増設し３回線に拡大する。 

 

（２）救命救急センター勤務医の負担軽減（新規・再掲）     ５７，２００千円 

   過酷な労働環境にある勤務医の負担軽減を図るため、救命救急センターが現 

  員数に加え新たに非常勤医師を雇用する場合に助成する。 

 

（３）高度救命救急センター施設・設備整備事業（新規）  ６１０，４７０千円 

   埼玉医科大学総合医療センターの高度救命救急センターについて、外傷セン 

  ターやＩＣＵを備えた新棟の整備に着手し、救急患者の受入体制を強化する。 

 

（４）さいたま新都心への医療拠点の整備（新規・再掲）    ７，９９１千円 

   県立小児医療センターとさいたま赤十字病院のさいたま新都心への移転立地 

  による一体的整備に着手することにより、救急医療体制の強化を推進する。 

 

 

 

 

小児救急電話相談小児救急電話相談小児救急電話相談小児救急電話相談のののの拡充拡充拡充拡充    

＃８０００（県内同一短縮番号） 

9時              19時      23時          翌朝7時 

１回線 ２→２→２→２→３３３３回回回回線線線線    

２→２→２→２→３３３３回線回線回線回線    １回線 
日・祝 

年末年始 

月～土 

午後１１時まで１回線増設し３回線に 

よりよりよりより多多多多くのくのくのくの相談相談相談相談にににに対応対応対応対応    
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埼玉県総合医局機構の体制整備 

 

    担当 医療整備課 医師確保対策担当 

                                        内線 ３５４６     

 

１ 目  的 

  これまで県内への勤務医の誘導を図るため、研修医への研修資金の貸与や医学 

 生への奨学金の貸与などを行ってきた。 

  埼玉県総合医局機構は、医師の診療科偏在や地域偏在の解消に取り組むコント 

 ロールタワーとして、従来の取組で確保した医師を医師の不足する病院に派遣す 

 ることなどにより、医師の確保や県内全域の医療水準の向上を目指す。   

 

２ 予算総額     ４０，１９２千円 

 

３ 事業概要 

（１）埼玉県総合医局機構準備・運営           ２０，３１０千円  

   良質な医師バンクやベテラン指導医の派遣などにより、個々の医師の医療機 

  関への誘導や若手医師のキャリアアップ支援を行う。また、平成２８年度の地 

  域医療教育センター（仮称）の開設に向けた準備に着手する。 

（２）後期研修医の確保                  ５，８００千円 

   後期研修医向けの民間主催合同説明会に出展し、後期研修医を確保する。 

（３）高校生の志の養成                  ２，４４０千円 

   病院見学や医療体験などを通じた高校生の医師を目指す志の養成や医学生の 

  交流会といった未来への投資を行い、地域医療の担い手を育成する。 

（４）女性医師の復職支援                １１，６４２千円 

   新たに女性医師の復職研修などを実施し、相談から復職まで一体的な女性医 

  師の支援を行うとともに、女性医師支援センターを運営する。 

 

【イメージ図】 

 

良質な医師バンク 

の設置 

ベテラン指導医 

の派遣 

 

後期研修医の確保 

 

高校生の志の養成 

 

女性医師の復職支援 

地域医療教育センター 

（仮称）開設の検討・準備 

医師医師医師医師のののの診療科偏在診療科偏在診療科偏在診療科偏在やややや地域偏在地域偏在地域偏在地域偏在のののの解消解消解消解消にににに取取取取りりりり組組組組むコントロールタワーとしてのむコントロールタワーとしてのむコントロールタワーとしてのむコントロールタワーとしての機能機能機能機能    

埼玉県総合医局機構埼玉県総合医局機構埼玉県総合医局機構埼玉県総合医局機構    

医師医師医師医師のののの診療科偏在診療科偏在診療科偏在診療科偏在やややや地域偏在地域偏在地域偏在地域偏在をををを解消解消解消解消しししし、、、、県内全域県内全域県内全域県内全域のののの医療水準医療水準医療水準医療水準のののの向上向上向上向上をををを図図図図るるるる    

【平成２５年度の主な取組】 
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医学部の環境整備 

 

    担当 保健医療政策課 医学部調査・政策企画担当 

                            内線 ３５２６ 

 

１ 目  的 

  現在、産科、小児科などの特定診療科や救急医療を担う医師の確保及び体制の

立て直しが急務である。 

  また、超高齢化を見据えた医療提供体制の整備にも取り組む必要がある。 

  医学部新設認可について国が方針を示さない中、医学部の実習病院化を視野に

入れた総合病院の誘致や時代の要請に応え発展性を備えた「医学部」の調査・検

討を行う。 

 

２ 予算総額     ２１，４６４千円 

 

３ 事業概要 

（１）総合病院誘致に係る調査・検討 

   ①現下の医療提供体制を充実させるため、また、②実習病院化を視野に入れ、

医学部設置を見据えた環境整備を行うため、当面優先的に取り組むべき総合病

院誘致に係る調査・検討を行う。 

 

（２）医学部設置の可能性の検討 

   超高齢化を見据えた医療提供体制の在り方を検討する。また、医師養成大学

院（メディカルスクール）を含めた幅広な調査・検討を行う。 

 

 

  

  

 

  

「埼玉県総合医局機構」

の準備・運営 

総合病院の誘致 

・病院の確保 

・人材の確保 

国が新設についての 

判断を示していない 

医学部設置の可能性の検討 

医学部の環境整備 
医学部新設に 

ついての課題 

現下の医師 

不足に対応 

するためにも 

当面 

病院や人材 

確保に目途 

をつける 

必要がある 

 実習病院機能及び 

医学部運営ノウハウ 

 （医局機能）の 

 整備や人材確保に 

目途が立っていない 
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医学生・研修医の誘導・定着の促進 

 

                    担当 医療整備課 医師確保対策担当 
                                        内線 ３５４６ 

 

１ 目  的 

  医師の診療科偏在や地域偏在を解消するため、医学生や臨床研修医等に対する

奨学金や研修資金の貸与を行うとともに研修病院の積極的なＰＲにより、県内医

療機関に研修医等の誘導・定着を図る。  
 

２ 予算総額     ２７３，６０５千円 

 

３ 事業概要 

（１）県外医学生及び地域枠医学生に対する奨学金の貸与  １３８，３４８千円 

     県内高校の卒業生等で県外大学医学部への進学予定者や県内大学の医学部に 

    設けられた地域枠医学生に奨学金を貸与し、県内の医師確保が必要な地域の公 

    的医療機関等への誘導・定着を促進する。  
   貸与人数：（県外医学生）新規１５人、（地域枠医学生）新規１０人 

 

（２）臨床研修医及び後期研修医に対する研修資金の貸与  １１６，２００千円 

   県内病院で臨床研修や後期研修を受講する医師に研修資金を貸与することに

より、県内の産科、小児科又は救命救急センターへの誘導・定着を促進する。 

   貸与人数：（臨床研修医）新規２０人、（後期研修医）新規２０人 

   

（３）研修病院の魅力発信（一部新規・一部再掲）      １６，６１７千円 

   後期研修医を確保するため、新たに後期研修医向けの民間主催の病院合同説

明会に出展し、魅力発信を行う。 

   また、県内臨床研修病院の合同説明会の開催や臨床研修医向けの民間主催の 

  病院合同説明会への出展により、引き続き県内臨床研修病院のＰＲを行う。 

   

（４）高校生の志の養成（新規・再掲）            ２，４４０千円 

   病院見学や医療体験などを通じて、医師を志す高校生の養成に取り組む。ま

た、奨学金や研修資金貸与者等のネットワークの形成を図るため、交流会を開

催する。 

  

【段階ごとの医師の誘導・定着に向けた取組】 

高校生 医学生 

研修医 

臨床研修 後期研修 

・高校生の志の養成 ・県外医学生奨学金 

・地域枠医学生奨学金 

・交流会 

・臨床研修病院合同 

 説明会 

・臨床研修資金 

・後期研修病院合同 

 説明会 

・後期研修資金 
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在宅医療体制の強化 

 

    担当 医療整備課 総務・医療企画担当 

                                      内線 ３５４５     

 

１ 目  的 

  在宅で療養する患者ができる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、在 

 宅医療を担う医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、介護支援専門員など多職種の 

 連携強化を図る。 

 

２ 予算総額     ３１，７１１千円 

 

３ 事業概要 

（１）在宅医療・介護連携実態調査           ２４，５２０千円 

  ア 在宅医療・介護連携実態調査 

    ①在宅医療を担う医療機関同士、又は介護との連携状況 

    ②在宅医療・訪問看護を担う機関が対応できる疾患などの状況 

    ③在宅医療に対する患者の満足度 

   など、今後の在宅医療の事業展開を図る上で基礎となるデータを収集する。 

 

  イ 在宅医療連携ガイド（仮称）の作成 

    実態調査のデータを活用して、「在宅医療連携ガイド」を作成し、 

   在宅医療・介護の現場で活用する。 

 

（２）在宅医療推進のための体制整備           ７，１９１千円 

   在宅医療を推進するため、課題や解決策を検討する専門部会の設置や行政・ 

  医療機関・介護施設等で構成する連携会議を設けて医療・介護のネットワーク 

  を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療・介護資源の可視化 

医療と介護の連携による在宅

医療ネットワークづくり 

退院支援 看取り 

急変時の対応 

 

在宅医療・介護

連携の実態調査 

 

在宅医療専門部会 

課題や解決策を検討 

医療・介護連携会議(仮称) 

在宅医療連携 

ガイド 

 

急変 

市町村も参加して医療・介護連携を推進 

病院 

訪問看護 

ｽﾃｰｼｮﾝ 

訪問介護 

事業所 

かかりつ

け医 

介護保険 

施設 

日常の療養支援 
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がん対策の推進 

 

担当 疾病対策課 疾病対策担当  内線 ３５９３ 
医療整備課 企画・総務担当 内線 ３５４５ 

 

１ 目  的 

  本県のがんの実態把握や、がん検診の受診促進、がん検診精度の向上により、 
 がんの早期発見・早期治療に繋げるとともに、がん医療提供体制の充実や緩和ケ 
 ア提供体制の整備など、がん対策を総合的に実施する。 
 

２ 予算総額     １３０，４１９千円 

 

３ 事業概要 

（１）がん実態把握、がん早期発見の推進          ３０，３６４千円  

ア 県内のがんの罹患、発見経緯等の実態を把握・分析する「地域がん登録」

を実施 
イ 民間企業との連携による「がん検診受診推進サポーター」を養成 
ウ 県民自らが身近な人にがん検診受診を勧める「県民サポーター」を養成 
エ 市町村が実施するがん検診の結果集計・分析を通じ、がん検診の精度向上

を支援 

 

（２）がん医療、緩和ケア体制の充実・強化         ６９，８６３千円 

ア 地域がん診療連携拠点病院（９病院）の質の高い医療提供体制を支援 
イ がん診療に携わる医師に緩和ケアの知識を習得させる研修を実施 
ウ 臨床実践能力の高い看護師の育成を目指した研修を実施 

 

（３）女性のためのがん対策の推進（新規）         ３０，１９２千円 

  ア 女性がん検診への関心を高めるためのモデル事業を実施（県内３地区） 

  イ 乳がん検診の精度向上（乳がんマンモグラフィー読影認定医師の養成） 

  ウ 女性がん患者への相談体制を整備（ピアサポーターの養成・拠点病院等 

   への派遣） 
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健康長寿埼玉プロジェクトの推進 

 

担当 健康長寿課 健康長寿担当 

内線 ３５７３     

１ 目  的 

市町村、県民、民間団体、県などが一体となって、誰もが、毎日が健康で、医療費が少なく、

生き生きと暮らすことができる「健康長寿社会」を目指す。 
そこで、「運動」「食」「団地」を中心とした特徴的な取組を広めることにより、健康長寿埼

玉を実現する。 

 

２ 予算総額     ８９，６９５千円 

 

３ 事業概要 

（１）健康長寿モデル都市の拡大（拡充）                ６０，０００千円  

・モデル都市３市（東松山市、坂戸市、朝霞市）のリーディング事業を拡大・充実する。 
・第２次モデル都市４市（加須市、和光市、春日部市、久喜市）に事業を拡大する。 
・７市の善政競争を促すことで、県内への普及を推進する。 

（２）県民ムーブメントの拡大                     ２９，６９５千円  

  ア 健康長寿サポーター制度の創設（新規） 

県民が主体となって健康づくりを行うための健康長寿サポーターを養成し、草の根レベル

で生活習慣改善の取組を促進する。 
  イ 正しく分かりやすい健康情報の提供 

けんこう大使による健診受診キャンペーン、ジョギングコースへのカロリー消費表示、コ

バトン健康メニューの普及により、健康情報を分かりやすく提供する。 
 

◆モデル都市の拡大

６０６０６０６０，，，，００００００００００００千円千円千円千円 ２９２９２９２９，，，，６９５６９５６９５６９５千円千円千円千円

モデル都市を７市に拡大し、県内全域へ普及

【 運動 】 ２，０００万円

■ 東松山市： 毎日１万歩運動

加須市 ： 筋力アップトレーニング

【 食 】 ２，０００万円

■ 坂戸市 ： 野菜もりもり促進事業

和光市 ： 食による健康づくり事業

【 団地 】 ２，０００万円

■ 朝霞市 ： 団地まるごと生き生き事業

春日部市： 官学連携健康団地づくり事業

久喜市 ： 団地介護予防事業

健康長寿サポーター制度を創設し、

草の根レベルで生活習慣を改善

■■■■ 地域地域地域地域でででで健康健康健康健康づくりをづくりをづくりをづくりを促進促進促進促進するするするする健康長寿健康長寿健康長寿健康長寿サポーターのサポーターのサポーターのサポーターの養成養成養成養成

サポーターを養成する市町村に対する助成

（補助上限：３０万円）

年１５，０００人を養成

正しい健康情報を分かりやすく提供し、普及啓発

■■■■ けんこうけんこうけんこうけんこう大使大使大使大使によるによるによるによる健診受診健診受診健診受診健診受診キャンペーンキャンペーンキャンペーンキャンペーン

■■■■ ジョギングコースにカロリージョギングコースにカロリージョギングコースにカロリージョギングコースにカロリー消費表示消費表示消費表示消費表示

■■■■ コバトンコバトンコバトンコバトン健康健康健康健康メニューのメニューのメニューのメニューの普及普及普及普及

医療費の抑制

毎日毎日毎日毎日がががが健康健康健康健康・・・・生生生生きききき生生生生きときときときと暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる

県民の健康づくりムーブメントの更なる展開

◆県民ムーブメントの拡大

健康長寿埼玉健康長寿埼玉健康長寿埼玉健康長寿埼玉プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト
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特定健康診査等実施事業への支援 

 

    担当 国保医療課 国保事業担当 

                                            内線 ３３６０     

 

１ 目  的 

  生活習慣病の発症を予防し医療費の適正化を図るため、特定健康診査及び特定 

保健指導を実施する国保保険者である市町村及び国保組合に対し支援を行う。 

 

２ 予算総額     １，２３３，８０５千円 

 

３ 事業概要                         

（１）特定健康診査等実施事業（市町村国保）      １，１９４，００５千円  

   市町村国保に対し、特定健康診査及び特定保健指導に要する経費の一部を負

担する。（国 1/3、県 1/3、市町村国保 1/3） 

                                 

（２）特定健康診査等実施事業（国保組合）          ３９，８００千円  

   国保組合に対し、特定健康診査及び特定保健指導に要する経費の一部を補助

する。（県 10/10） 

 

 

■特定健康診査・特定保健指導とは■ 

 ○ 平成２０年度から、保険者に対し、４０～７４歳の被保険者を対象とした特

定健康診査及び特定保健指導の実施が義務付けられた。 

 ○ 特定健康診査は、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者及

び予備群を発見するための健診である。 

 ○ 一方、特定保健指導は、これらの方々を対象に、生活習慣改善のための保健

指導（動機づけ支援、積極的支援）を専門職（医師、保健師、管理栄養士等）

が行うものである。 

 

 

     

 

 
■ 動機動機動機動機づけづけづけづけ支援支援支援支援 
○ 実行可能実行可能実行可能実行可能なななな生生生生活習慣改善目標活習慣改善目標活習慣改善目標活習慣改善目標をををを立立立立てるたてるたてるたてるた 
   めのめのめのめの支援支援支援支援 
 
■ 積極的支援積極的支援積極的支援積極的支援 
○ 内臓脂肪減量内臓脂肪減量内臓脂肪減量内臓脂肪減量のためののためののためののための行動目標行動目標行動目標行動目標をををを立立立立てててて、、、、

   一定期間一定期間一定期間一定期間、、、、保健師等保健師等保健師等保健師等がががが支援支援支援支援 
  

特定保健指導特定保健指導特定保健指導特定保健指導    

 

 
■基本的基本的基本的基本的なななな健診健診健診健診                        ■■■■詳細詳細詳細詳細なななな健診健診健診健診

○ 問診問診問診問診          ○ 心電図検査心電図検査心電図検査心電図検査

○ ＢＭＩ、ＢＭＩ、ＢＭＩ、ＢＭＩ、腹囲腹囲腹囲腹囲     ○ 眼底検査眼底検査眼底検査眼底検査

○ 血圧測定血圧測定血圧測定血圧測定           ○ 貧血検査貧血検査貧血検査貧血検査 
○ 血液検査血液検査血液検査血液検査        ※※※※必要必要必要必要があればがあればがあればがあれば 
 (脂質脂質脂質脂質、、、、肝機能肝機能肝機能肝機能、、、、血糖血糖血糖血糖 )
○ 検尿検尿検尿検尿などなどなどなど 
 

特定健康診査特定健康診査特定健康診査特定健康診査    
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新型インフルエンザ対策の推進 

 

    担当 疾病対策課 感染症・新型インフルエンザ対策担当 

                      内線 ３５７２     

 

１ 目  的 

  新型インフルエンザの発生・流行に備えた医療体制を確保することにより、県

民の健康被害や社会的影響を最小限に抑える。 

 

２ 予算総額     １，２８４，３３３千円 

 

３ 事業概要 

（１）医薬品の確保                １，２４５，３９４千円  

新型インフルエンザの流行に備えて、抗インフルエンザウイルス薬（タミフ

ル、リレンザ）の備蓄を行う。（１４９．２万人分） 

  ア 抗インフルエンザウイルス薬の更新（タミフル５８万人分）（新規） 

  イ 抗インフルエンザウイルス薬の適切な保管管理（タミフル、リレンザ） 

 

（２）医療体制の確保                  ３８，９３９千円  

新型インフルエンザの流行に備えて、感染拡大防止や検査のための体制を確

保する。 

ア 新型インフルエンザウイルス検査体制の確保 

イ 新型インフルエンザ発生時の医療体制の確保 

ウ 新型インフルエンザ専門家会議の運営 

 

 

＜対策の効果 概念図＞ 

【目標】 

１．感染拡大を可能な限

り抑制し、健康被害を

最小限にとどめる。  

２．社会・経済を破綻に

至らせない。 

新型インフルエンザ対策の目標と効果 
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自殺対策の推進 

 

                                       担当 疾病対策課 総務・精神保健担当  

                                       内線 ３５６５  

 

１ 目  的 

  本県における自殺を抑制するため、自殺対策緊急強化基金を活用し、県、市町

村、関係機関、民間団体が協力・連携して自殺対策事業の推進を図る。 

 

２ 予算総額     １３５,５９４千円 

 

３ 事業概要 

（１）相談体制の充実                    ６０,３８４千円 

  ア 埼玉いのちの電話やさいたまチャイルドラインに対する補助 

  イ 暮らしとこころの総合相談会の開催（毎週木曜日） 

  ウ こころの健康相談統一ダイヤル（内閣府）への通年加入 

（２）自殺未遂者の再度の自殺防止（新規）           ３,５００千円 

  ア 自殺未遂者に対する情報提供 

    自殺未遂者やその親族に相談窓口の情報を提供し、再度の自殺を防ぐ。 

  イ 自殺未遂者ケア研修会 

    救急医療機関の医療関係者を対象に自殺未遂者ケア対応の向上を図る。 

（３）ゲートキーパー養成の促進（新規）             ２,０００千円 

   県内企業の人事担当者を対象にゲートキーパー研修会を実施する。 

（４）民間団体等との連携・支援の強化             １０,５００千円 

  ア 自殺対策実施団体連絡会（新規） 

    自殺対策に取り組む関係機関や民間団体と顔の見える関係をつくり、相互

に協力・連携できる環境づくりを進める。 

  イ 自殺ハイリスク者支援団体（薬物・アルコール依存症者等）に対する補助 

  ウ 鉄道会社が実施する自殺防止事業に対する補助 

（５）地域に対する支援                   ５９,２１０千円 

   市町村が実施する相談体制の整備等の自殺対策の取組に対する補助 

 

 

 

 

 

・本県の自殺者数は平

成18年以降,増加基調

となり,21年は過去最

高の 1,796人となる。 

・自殺対策を強化し、

自殺者数を減少するこ

とが喫緊の課題。 

・21年度に基金を設置

し,自殺対策の強化を

図る。以降,自殺者が

減少に転じている。 

22 年 1,731 人 

23 年 1,667 人 

24 年 1,571 人（暫定値） 

・自殺未遂者への支援

や企業を対象としたゲ

ートキーパー養成事業

を新たに実施すること

などにより,さらなる自

殺者数の減少を目指

す。 

現状現状現状現状とととと課題課題課題課題    基金基金基金基金によるによるによるによる対策対策対策対策    今今今今        後後後後    
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市町村国民健康保険事業への支援 

 

    担当 国保医療課 国保事業担当 

                                          内線 ３３５６     

 

１ 目  的 

  市町村国民健康保険事業の運営の健全化を図るため、必要な財政支援を行う。 

 

２ 予算総額     ５０，９０８，９５２千円 

 

３ 事業概要 

（１）国民健康保険財政調整交付金         ３７，１０８，５０４千円  

   市町村間における、被保険者数や所得水準等による国民健康保険財政の不均

衡を調整するとともに、国民健康保険事業の健全な運営を推進する事業等に対

して交付する。（医療給付費の９％、県 10/10） 

 

  ［［［［国民健康保険制度国民健康保険制度国民健康保険制度国民健康保険制度のののの財源構成財源構成財源構成財源構成（（（（イメージイメージイメージイメージ図図図図））））］］］］ 

医療給付費（医療費－自己負担額） 

 

（２）国民健康保険運営安定化事業費       １３，８００，４４８千円 

  ア 保険基盤安定事業負担金 

    市町村保険者の財政基盤安定に資するため、低所得者に対する保険税軽減

相当額の一部を負担する。（保険税軽減分 県 3/4、市町村 1/4） 

また、軽減の対象となった被保険者数に応じて、保険税の一部を負担する。 

   （保険者支援分 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

 

  イ 高額医療費共同事業負担金 

    国民健康保険団体連合会が行う高額医療費共同事業に対して、市町村が負

担する拠出金の一部を負担する。（国 1/4、県 1/4、市町村 1/2） 

保 険 税 

（５０％） 

国調整 

交付金 

（９％） 

定率国庫 

負担金 

（３２％） 

県調整 

交付金 

(９％) 
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後期高齢者医療制度への支援 

 

 担当 国保医療課 福祉医療・後期高齢者医療担当 

             内線 ３３５８                    

 

１ 目  的 

後期高齢者医療制度について、その運営が健全かつ円滑に行われるように、運 

営主体の広域連合や市町村を支援する。 

 

２ 予算総額     ５１，５２２，０７８千円 

 

３ 事業概要 

（１）後期高齢者医療対策費            ５０，０９４，５０７千円  

広域連合及び市町村に法定負担金を交付して財政支援を行い、後期高齢者医

療制度の健全かつ円滑な運営を図る。 

 

（２）後期高齢者医療財政安定化基金事業費     １，４２７，５７１千円  

後期高齢者医療制度に財政不足が生じた場合に、資金の貸付・交付を行うた 

め、県で設置している基金に、積立てを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

患

者

負

担

 
 
 

 

（

診

療

費

の

１

割

）

 

 
 
 

 

負

担

 
 

 
 
 

 

高

齢

者

の

保

険

料

 
 

約

１

割

 
 

 
 

納

付

 

被保険者          

        

財政リスクを分散・軽減する仕組み               

高額医療費に対する支援 

 

レセプト１件当たり 80万

円を超える部分を公費補填 

市町村 

  

保険料軽減策 

 

低所得者等に対する保険料

軽減分 

 

後期高齢者支援金    

 （現役世代の保険料）  

 約４割 

            

 

公費 ５割           

［国：都道府県：市町村＝４：１：１］ 

    

医療  

給付  

財政安定化基金 

 

保険料未納・医療給付増の

リスクに対応 
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今後の医療提供体制整備の進め方 

 

    担当 保健医療政策課 医学部調査・政策企画担当 

                            内線 ３５２６ 

 

１ 目  的 

  救急、周産期、小児救急の医療体制の維持や県北・秩父地域での医療機能の充

実が課題である。また、最速のスピードで進む超高齢化に対応する在宅医療の整

備も急務である。 

  特定の医療機能や医療人材を「公共財」と位置づけ、県民の共通理解と負担の

もと県民全体で守り育てる医療分野での共助の取組を推進する。 

 

（県民全体で守り育てる「公共財」の例） 

  ①救急、周産期、小児の崩壊防止と当面の充実策 、働きやすい職場環境づくり 

  ②医療過疎地域や在宅医療への対応 ③医療人材の確保 ④医療受給者の自覚  

 

２ 手  順 

  埼玉の医療事情や対応策について、県民(医療受給者)、医療提供者、行政の３

者が認識を共有し県民全体で守り育てる医療分野の協定（アコード）を締結する。 

 

 

  支援を希望する医療機関が協定に基づく取組を実施し、県民は地域医療機関を

支えるための支援をする。  

  ・県民の取組：適正受診、健康づくり・予防、在宅医療の普及  

 

 

  県は独自に５年のうちに何をするのかを具体的に明らかにする。 

  ・総合病院や大学院（医学研究科）誘致 

 

３ 関連予算総額       ３，４２８，６９８千円 

（１）周産期・救急医療体制の充実    １，６０７，８０７千円 

（２）埼玉県総合医局機構の体制整備      ４０，１９２千円 

（３）医学部の環境整備            ２１，４６４千円 

（４）医学生・研修医の誘導・定着の促進   ２７３，６０５千円 

（５）在宅医療体制の強化           ３１，７１１千円 

（６）がん対策の推進            １３０，４１９千円 

（７）健康長寿埼玉の推進        １，３２３，５００千円 




